
４　　　　　償　却　資　産　に　関　す　る　概　要　調　書



12,538合 計 0 3 0

法 人 0

地方公共団体コード 表番号

2 0 2 0 1 1

0 2

6 9

　　　　　　　　　　区　　分

　個  人 ・
　法人の別

行 番 号

個 人 0 1 0

5,454

　(イ) - (ロ)    (ハ)　（人）

第69表　納税義務者数に関する調

法定免税点以上のもの

(1) (2) (3)

8,009 3,754

1,7004,529

総 数

　　　　　　　 　　(イ) （人） 　　　　　　　 　　(ロ) （人）

7,084

4,255

法定免税点未満のもの

2,829

長野県

市 町 村 名 長野市

都 道 府 県 名

7 81

9 12 21 30 38

概調償－2



0
第70表　償却資産の価格等に関する調（市町村計）

2

課 税 標 準 額 の 内 訳
(3) (4)

市 町 村 名

地方公共団体コード 表番号

0 1 1 7

都 道 府 県 名

2 0

（千円）（千円）

173,737

(1) (2)

課 税 標 準 額

（千円）

課税標準の特例規定の
適用を受けるもの(イ)

（イ）以外のもの（ロ）

（千円）

48,967,291

0

0

種 類
決 定 価 格

航 空 機 4

0

3 0

2

1

行 番 号

6 0

0

0

362,676,090 310,094,967

8

0 7

0

40,748,664

1,722,468106,302,031

4,086

875

45,042

0 5 0

4

3

0

2 0

法第743条第1項の規定により道府
県知事が価格等を決定したもの(ホ)

1

195,749,9891,942,122197,692,1110 203,350,260

0

1

9

0

0

0

151,457,895

0

0 7,867,935

159,325,830

十

九

条

関

係

法

第

三

百

八       小      計 （ニ） 1

道府県知事が価格等を
決定し，配分したもの

      小      計 （ハ）

内

訳

同

上

1

合 計 ( ハ ) + ( ニ ) + ( ホ ) 1

0

市

町

村

長

が

価

格

等

を

決

定

し

た

も

の

構 築 物 0

機 械 及 び 装 置

0船 舶

総務大臣が価格等を決
定 し ， 配 分 し た も の

道 府 県 分 の 額 1

市 町 村 分 の 額

工 具 ， 器 具 及 び 備 品 0

車 両 及 び 運 搬 具

長野県

長野市

4,086

310,094,967

112,402,856

40,522,096

5,509,450

106,893,406

49,202,378

111,497,651

4,086

716 716

1,895,8911,896,765 1,895,016

40,477,054

48,793,554

104,579,563

716

7 81

9 12 25 38 51 63
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長野県

長野市

3,806,703

3,633,740

0

0

11,531

8,866,694

2,297

10,471 8,827,571

3,802,678

3,629,591

3,810,727

3,653,993 4,149

11,531

1,390,443

4,025

1,386,068

種 類

都 道 府 県 名

第71表　償却資産の価格等に関する調（個人分）

0 1 0

市 町 村 名

（千円）

決 定 価 格

（千円）

課 税 標 準 額

（千円）

課 税 標 準 額 の 内 訳
課税標準の特例規定の
適用を受けるもの(イ)

（イ）以外のもの（ロ）

（千円）

(1) (2) (3) (4)

地方公共団体コード 表番号

2 0 2 0 1 1 7 1

構 築 物

機 械 及 び 装 置

船 舶

合 計 ( ハ ) + ( ニ ) + ( ホ )

市 町 村 分 の 額

総務大臣が価格等を決
定 し ， 配 分 し た も の

道府県知事が価格等を
決定し，配分したもの

市

町

村

長

が

価

格

等

を

決

定

し

た

も

の

十

九

条

関

係

法

第

三

百

八       小      計 （ニ）

航 空 機

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 ， 器 具 及 び 備 品

      小      計 （ハ）

法第743条第1項の規定により道府
県知事が価格等を決定したもの(ホ)

道 府 県 分 の 額

内

訳

同

上

0 3 0

0 4 0

0 0

1 4 0

1 1 0

0 5 0

0 6 0

1 2 0

行 番 号

1 3 0

0 9 0

0

0 8 0

0 2 0

1

0 7

8,838,042

0

8,838,042

8,838,042

8,866,694

0

11,531

1,383,771

7 8

9 12 25 38 51 63

1

概調償－4



1 0 0

194,483,566

45,391,651

107,843,658

4,086

716

0 7 0

0

1,885,234

39,358,221

0

1 4 0

1 1 0

1 2 0

1 3 0市 町 村 分 の 額

道 府 県 分 の 額

内

訳

同

上

種 類

構 築 物

機 械 及 び 装 置

船 舶

総務大臣が価格等を決
定 し ， 配 分 し た も の

道府県知事が価格等を
決定し，配分したもの

市

町

村

長

が

価

格

等

を

決

定

し

た

も

の

合 計 ( ハ ) + ( ニ ) + ( ホ )

十

九

条

関

係

法

第

三

百

八       小      計 （ニ）

航 空 機

車 両 及 び 運 搬 具

      小      計 （ハ）

法第743条第1項の規定により道府
県知事が価格等を決定したもの(ホ)

地方公共団体コード 表番号

2 0 2

0

0

0

0

行 番 号

0 2 0

都 道 府 県 名

第72表　償却資産の価格等に関する調（法人分）
長野県

長野市1 7 2 市 町 村 名

工 具 ， 器 具 及 び 備 品

3 0

4 0

5 0

6 0

(1) (2) (3) (4)

（千円）

決 定 価 格

（千円）

課 税 標 準 額 の 内 訳
課税標準の特例規定の
適用を受けるもの(イ)

（イ）以外のもの（ロ）

（千円）

0 1 0 44,990,876

0 1

課 税 標 準 額

169,712

106,893,406

45,160,588

102,668,291

4,086

716

（千円）

8 0

5,509,4507,867,935

151,457,895

9 0

1,718,319

1,884,360

39,136,028

188,854,069

100,949,972

4,086

716

1,883,485

39,093,283

1,931,651 186,922,418

875

42,745

353,809,396

159,325,830 112,402,856

301,256,925

301,256,925

7 8

9 12 25 38 51 63

1
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法

第

三

百

四

十

九

条

の

三

21,085

8,824

課 税 標 準 額

(A) ×

 (千円)

(D)(B)

(C)

(4)

1
 7

3
      8

地方公共団体コード 表番号

2 0 1

長野県

長野市

都 道 府 県 名

市 町 村 名
 1

2 0

1

1

2

第73表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（１）
(法第349条の３、法第349条の３の４関係)

(B) (C)

課 税 標 準

の 特 例 率

(B)

(C)

決 定 価 格

（Ａ）  　(千円)

行 番 号区 分

(1) (2) (3)

7

25 27

2

3

3

6

15

863,620

29

5

3

4

1,727,239

 9

0 1 0

0 2 0

0 3 0

0 4 0

0 5 0

0 6 0

0 7 0

2 0

1 3 0

0 8 0

0 9 0

1 0 0

1 1 0

1

(新幹線に係る鉄軌道用資産)

2 2 0

1 7 0

1 8 0

1 9 0

2 0 0

2 1 0

1 4 0

1 5 0

1 6 0

(新線構築物)

(新線立体交差化施設)

(ガス事業用資産)第 ２ 項

第 ９ 項

第 ５ 項

第 10 項

第 ６ 項

第 12 項

第 ３ 項

第 ７ 項

第 ４ 項

第 ８ 項

第 １ 項

(小型離島航空機)

(日本放送協会)

(離島路線用航空機)

(準外航船舶)

(離島航路事業用内航船舶
(349条の3⑤との連乗後))

(農業協同組合等共同利用機械)

(国際路線用航空機)

(外航船舶)

(内航船舶)

(日本原子力開発機構)

12

1

1

6

6

1

1

1

1

1

1 3

3

2 3

1

2

31,628

17,648

1

1 3

6

1

1

3

4

2

3

2 3

1 10

2

2

1

概調償－6



(C)

12 20 1 70 3
 1       8 7

第 18 項 ①(特定地方交通線)

(水資源機構)

②(青函・本四 新線構築物)

③(青函・本四 新線立体交差化施設)

第 13 項

法

第

三

百

四

十

九

条

の

三

④(河川事業鉄軌道用資産)

③(新線立体交差化施設)

②(新線構築物)

⑤(変・送電用資産)

第 15 項

第 17 項

(海洋研究開発機構)

第 14 項

長野市

長野県都 道 府 県 名

市 町 村 名

第73表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（１）

(法第349条の３、法第349条の３の４関係つづき)

区 分 行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準 (B) 課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C) (A) ×

（Ａ）  　(千円) (B) (C)  (千円)

(D)(B)

地方公共団体コード 表番号

(1) (2) (3) (4)

6

36

 27

12

20

24

24

 29

18

6

6

24

12

6

3

3

3

4

6

12

3

3

10

2

4

9

3

18

1

3

1

1

1

1

1

1

1

1

5

1

2

2

3

1

1

1

1

1

1

5

1

1

1

2

 2512 9

2 3 0

2 4 0

2 5 0

2 6 0

2 7 0

2 8 0

2 9 0

3 0 0

3 1 0

3 2 0

8 0

3 3 0

3 4 0

3 5 0第 16 項

(宇宙航空研究開発機構)

④(青函・本四 変・送電用資産)

0

4 3 0

4 4 0

3 9 0

4 0 0

4 1 0

①(青函・本四 鉄道施設)

4 8 0

4 5 0

4 6 0

4 7 0

4 2

(河川事業鉄軌道用資産)

3 6 0

3 7 0

3

概調償－7



3
      8 7

22 0 70 1 1
 1

表番号地方公共団体コード 都 道 府 県 名 長野県

市 町 村 名 長野市

第73表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（１）

(法第349条の３、法第349条の３の４関係つづき)

区 分 行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準 (B) 課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C) (A) ×

（Ａ）  　(千円) (B) (C)  (千円)

(D)

(C)

(B)

(1) (2) (3) (4)

 29

1,775

771

2

3

2

5,324

 12

1,157

2

3

-

3

5

2

-

1,663,312

3

767,237

2

-

5

 27

3

-

3

3

1

2

1

1

 25

2

5

6 8 -

1

1

2

1

-

1

-

-

1

4

3

3

1

2

1

0

3,317,470

1,534,474

0

6 7 0

2

5 0 0

6

5

5

6

6 4

0

0

6 5 0

6 6 0

6 3

0

1

0

0

0

0

0

1

9

0

7

2

4

6

5

5

9

5 6 0

0

4

0

5

5

0

5

3

5 8 0

5 0

 9

第 22 項

第 19 項 (新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構)

第 28 項

第 26 項 (外国貿易用コンテナー)

(家庭的保育事業)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

第 24 項

(居宅訪問型保育事業)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

(新関西国際空港㈱)

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場
合は「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

合 計

第 31 項

第 32 項 (量子科学技術研究開発機構)

(被災代替償却資産)

第 33 項 (世界遺産)

法第349条の３の４

法

第

三

百

四

十

九

条

の

三

(国立研究開発法人日本医療研究開発機構)

(国立研究開発法人科学技術振興機構からの譲渡)

(中部国際空港㈱)第 25 項

第 23 項 (信用協同組合等)

(変・送電用資産(鉄道事業用))

第 20 項

第 29 項 (事業所内保育事業)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

第 27 項

(科学技術振興機構)

第 30 項 (認定生活困窮者就労訓練事業)

概調償－8



旧 第 18 項 (熱供給事業用資産) 0 8 0 1 3

0 4 0

旧 第 13 項 (立体交差化施設)

旧 第１項

(変電所・電気事業用)

(送電用資産・電気事業用)
0 1 0

0 2 0

0 3 0

旧 第 ２ 項 (ガス事業用資産) 0 5 0

旧 第 24 項 (特定鉄道路線構築物)

2 7 0 1 3

6 16

旧 第 28 項 (軽自動車検査協会) 2 4 0 1 2

2 3 0 1 6

2 2 0 1 3

6

1 6 0 1 3

1 9 0 1 3

60 17

1 3 0 1 3

旧 第 25 項 (日本電気計器検定所) 1 5 0

1 21

1 2

旧 第 27 項

0 9 0 2 3

(生物系特定産業技術研究推進機構) 1 2 0 1 6

1 2

1 7 4

地方公共団体コード 表番号 第74表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（２）
(法第349条の３、法第349条の３の４関係)

都 道 府 県 名 長野県

 1

2 0 2 0 1
 7       8

市 町 村 名

(4)

区 分 行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準 (B) 課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C) (A) × (B) (D)

（Ａ）  　(千円) (B) (C) (C)  (千円)

長野市

旧 第 31 項 (社会保険診療報酬支払基金)

法

第

三

百

四

十

九

条

の

三

 9

0 7 0

旧 第 19 項 (地下道又は跨線道路橋) 1 0 0

4 0

1

 12  25

(1) (2) (3)

 29

-

1 3

2 3

3

3

5

4

-

 27

旧 第 26 項 (日本消防検定協会) 1 8 0 1 2

旧 第 27 項 (小型船舶検査機構) 2 1 0 1 2

2 0 0 1

2 6 0 96 1

2 5 0 1,773 1 3 591

2 8 0 1 6

2 3

0 6 0 5 6

旧 第 21 項 (車庫構築物・立体交差化施設) 1 1 0 1 3

概調償－9



旧 第 34 項

法

第

三

百

四

十

九

条

の

三

旧 第 32 項 (高圧ガス保安協会)  9

(自動車安全運転センター) 3

3

3

旧 第 33 項 (郵便貯金・簡易生命保険管理機構) 3

3

2

3

3(有線放送電話業務用資産)

旧 第 32 項

合 計

長野市市 町 村 名

(1) (2) (3) (4)

課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C) (A) × (B) (D)

（Ａ）  　(千円) (B) (C)

0 1

1 29 0

3

0

- 607

地方公共団体コード 表番号 第74表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（２）

(法第349条の３、法第349条の３の４関係つづき)

都 道 府 県 名 長野県

 1

3 8 0 1,869 -

3

2 0 2

1 6

4

0 1 1 7 4
 7       8

(C)  (千円)

7 0 1

6 1 20

6

0 1 2

 29

2

1

区 分 行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準 (B)

5 0 2 3

3 0

1 30

0 1 6

 12  25  27

概調償－10



9

1 3

8

6

1

1

法

附

則

第

十

五

条

第 １ 項

第 ２ 項

(倉庫等)

1号(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

第 ４ 項

第 ７ 項

(公共の危害防止施設等)

フッ素系溶剤(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

旧2号(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

5号(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

(低公害車燃料等供給施設)

第 ６ 項

第 ５ 項

(日本貨物鉄道㈱の新造車両)

第 ３ 項 (国内路線用航空機)

(大規模地震防災応急対策用資産)

(C) (A) ×

 7

0 0 1 1 72 5
      8

(1) (2)

課 税 標 準

の 特 例 率

(B)

 12

0

168,706

111,195

3 00

1
 9

0 2

32,864

0 4

0

（Ａ）  　(千円) (B)

都 道 府 県 名 長野県

市 町 村 名 長野市

第75表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（３）

(法附則第15条関係)

区 分 行 番 号

決 定 価 格

(B)

(C)

(D)

 (千円)

 1

地方公共団体コード

(C)

(3) (4)

表番号

課 税 標 準 額

2

7

3

0

7

0

9 0

8

0

1

0

2

0

0

1

5

0

0

(沖縄電力㈱)

4

0

0

6 3

1

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

2

2

 29 27

2

1

 25

-

-

1

-

18,532

3

3

1 2

10,955

4

-

3

-

6

3

1

0

0

0

4 3

5

1

2 1 0

2

5 6

0

1

1

1

2 3

2

72,444

1 4

2 3

1

2

-

5

8

2

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場合は
「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

2 0 0 185,603 3 4 139,202

概調償－11



(都市再生緊急整備地域)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
(特定都市再生緊急整備地域)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)

2 3

4 3 0 3 5

214

4 1 0

2 0

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場合は
「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

第 16 項 (外貿埠頭公社の民営化に係る承継特例)

2

3

1

4 0

3 6

2

1

2 7

3

3 7 0

0 1

3

3

3

9 0

2 8 0

0

1

3

0

0

1

4 0 0

1

3

0

⑤(変・送電用資産)

8 2

0 0 12

6

5

0

5 0

3 0 10

(C)

(A) × (B)

3

62 5 0

0 12 6 3

9

2

3

3

1 3

12

2

0
 12  25 9

2 12

2 4 0 1

2 3 0 1 36

 27

18

決 定 価 格 課 税 標 準

の 特 例 率

（Ａ）  　(千円) (B) (C)

(B)

(C)行 番 号

(PFI公共施設)

(新造改良車両(鉄道事業))

①(特定鉄道事業譲受資産)

③(立体交差化施設)

②(新線構築物)

④(河川事業鉄軌道用資産)

-

1 3

3

3

5

6

第 11 項 (低床車両)

第 14 項

第 13 項

都 道 府 県 名 長野県

課 税 標 準 額

2 0 1 1
 1

(D)

5
 7

表番号

      8

地方公共団体コード

0 2 7

 29

(1) (2) (3) (4)

区 分

法

附

則

第

十

五

条

(国際船舶)

第 ９ 項

(都市鉄道施設)第 15 項

(うち特定船舶適用分)

第 ８ 項

第 10 項 (鉄道車両安全向上設備)

第 12 項

 (千円)

1 12

市 町 村 名 長野市

第75表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（３）

(法附則第15条関係つづき)

1

--

-

概調償－12



-

0

(津波避難施設等)
(指定避難施設(わがまち特例)適用分)

5 2

6

6 1

0 - -

5 3

5 7

-

-

0

第 28 項
(浸水防止用設備)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

第 27 項 (特定貨物取扱埠頭の港湾施設) 6 4

5 9

6 3

6 0

0

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場合は
「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

2

6 5 0 -

-0

第 26 項 (鉄道耐震補強設備)

第 25 項

0

0 - -

3

第 24 項 (移動等円滑化のための設備)

第 18 項 (バイオ燃料製造設備)

5 5

5 4

5 6

6 2

5 8

- -

2

0 1 2

2 3

0

0

1

2 3

 29

4 4 0 1 4

 25  27第 17 項 (鉄道事業再構築事業)  9  12

第 21 項
(津波対策に資する港湾施設等)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)
適用分)

4 8 0

4

4 9

第 20 項 (国際戦略港湾等の荷さばき施設等) 4 7 0

4 5

- -

- -

-

0

0 - -

0 - -

-0 -

0 -

5 0 0

2 3

- -

0

法

附

則

第

十

五

条

長野県

 1  7       8

市 町 村 名 長野市2 0 2 0 1 1

2 3

-

（Ａ）  　(千円) (B) (C) (C)  (千円)

(2) (3) (4)

第75表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（３）

(法附則第15条関係つづき)

都 道 府 県 名

区 分 行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準
(1)

地方公共団体コード

7

(B) 課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C) (A) × (B) (D)

5

表番号

(津波避難施設等)
(協定避難施設(わがまち特例)適用分)

5 1 0 - -

第 23 項

（太陽光1,000kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（太陽光1,000kw以上）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（風力20kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（風力20kw以上）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（水力5,000kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（水力5,000kw以上）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（地熱1,000kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（地熱1,000kw以上）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（バイオマス10,000kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)
（バイオマス10,000kw以上20,000kw未満）
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)

概調償－13



第 46 項 （道路運送高度化事業） 8 5 0 1 3

（賃上げ目標設定事業者） 8 4 0 1 3

第 45 項 (先端設備等) 8 3 0 1 2

第 44 項 (カーボンニュートラルポート) 8 2 0 2 3

決 定 価 格

都 道 府 県 名

課 税 標 準 額

区 分

0 1
 1

（Ａ）  　(千円) (B) (C)

(A) ×

(2) (3) (4)

課 税 標 準

長野市

の 特 例 率

市 町 村 名

6 9 0 1 2

 25

0 1

 27

2

7 0

地方公共団体コード 表番号

1 7 5
      8

2 0 2

第 30 項 （無電柱化）

法

附

則

第

十

五

条

第 40 項

合 計 8

第 39 項

(1)

長野県

2

 12

6

(B)

6

0

0

0

(C)行 番 号

7 2 0 28,109 1

 9

6

-

6 0 567,739

0

- - 275,819

2

第 32 項
(特定事業所内保育施設)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分)

14,055

8 2

-

2

(認定就農者）

37 4 0

第 36 項

8 1 0

7

第 42 項
(雨水貯留浸透施設)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)
適用分)

第 37 項

(農業協同組合等共同利用機械）

1

1

(ローカル５G） 7 9 0 1

2

1

7 7 0

(滞在快適性等向上施設）

7 5 0 3

20,631

7 1

3

2

3 4

3

2 3

5

2

3

6

41,2627 6 0

8 0

第 34 項 (帰還環境整備推進法人) 7 3 0

第 35 項 (地域福利増進事業)

6 7

第 29 項 (特別特定技術基準施設の耐震化)

第 41 項 (シェアサイクルポート) 8 0 0 3 4

 29

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場合は
「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

 (千円)

(B) (D)

(C)

4

 7

第75表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（３）

(法附則第15条関係つづき)

概調償－14



1 7
 7 1

2 0 2 0 1

旧第 27項

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場
合は「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

法

附

則

第

十

五

条

旧第15項

2

③(旧交納付金法附則第20項)

②(旧交納付金法附則第19項)

(指定法人等の大規模外貿埠頭)

(地方卸売市場)

旧 第 １ 項 (倉庫等)

旧第５項

1

3

 29

3

5

2

1

 25  27

1 2

1 2

3 4

決 定 価 格

 (千円)
 12

3

2 3

1

3

1,697

3 5

(B)課 税 標 準

(B)(C)

5,091

都 道 府 県 名 長野県

市 町 村 名 長野市

(C)

(3) (4)

課 税 標 準 額

(B)

第76表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（４）

(法附則第15条関係)

区 分

(1) (2)

(A) ×の 特 例 率

(C)（Ａ）  　(千円)

(D)

6
      8

地方公共団体コード 表番号

2

(国立大学校舎)

0

0

6

07

0

5

9

(水力発電施設の魚道)

1

1

1

1

3

3

2

-

1 2

4

1

2

5

5

4

-

行 番 号

 9

0 1 0

0 2 0

0

2 3

3

0

1

11

2

0

2

1

6871,375

5 6

3

0

2

旧第８項 (雨水貯留浸透施設) 1

1

旧第７項 (日本貨物鉄道㈱の新造車両)) 1

旧第６項 (公害防止優良更新施設)

旧第７項 (産業廃棄物焼却施設等)

(公共危害防止構築物)

1

0

0

0

1

0

1

1

(旧国際電信電話㈱)

0

9

4 0

0

3

0 7

0

6

8

08

0

0

0

0

0

9 0

5

0

(貨物鉄道に対する貸付資産) 2 0

(指定会社等の特定用途港湾施設) 03 2

(スーパー中枢港湾) 3 0

2

3 1 0

2

-

6

3

2

0

21

2

-

3 5

0

0

-

8

2

旧 第 ３ 項 (公害防止設備)

4 0 3 5

旧第 14項 (新造車両(流通業務)) 2 0 0 2 3

7 0 -

5 0 2 3

6
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)

旧第 14項

1

2

旧第 20項

4

2 1 0

2

2 0

2

3

0

旧第 17項 ①(立体交差化施設)

旧第 19項

旧第 20項

旧第 20項

旧第 21項

2
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 1  7       8

地方公共団体コード 表番号

(4)

長野県

3

2

(旧交納付金法附則第17項)

0

(先端設備等)

旧第 37項 (立地誘導促進施設) 4 1

(一般廃棄物処理施設)

0

3 0

旧第 37項

旧第 41項

4 0

(放送ネットワーク災害対策用設備)

旧第 39項 (国家戦略特区)

4 0

3 4

決 定 価 格 課 税 標 準 (B)
(2)

(C)

(対象特定電気通信設備) 3

1 2

12

の 特 例 率

(1)

(A) × (B) (D)

長野市

5 6

(3)

課 税 標 準 額

0

(C)  (千円)

6 0

行 番 号

3 4 0

49 0

3

8

2

（Ａ）  　(千円)

3 0

5

3

 29 27

- -

 12  25

-

2

1,380,851 -

1

市 町 村 名

1

(C)

0

旧第 37項

第76表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（４）

(法附則第15条関係つづき)

都 道 府 県 名

1 2

43

3 5 0 11

(B)

旧第36項 7 0

※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場
合は「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

旧第40項
(認定誘導事業により取得した公共施設等)
(地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用
分)

4

4 4 0 1,374,385 0 0

- -

2,384

法

附

則

第

十

五

条

合 計 4

旧第 31項 (熱電併給型動力発生装置)

(公共荷さばき施設)

 9

2 0 2 0 1 1 7

旧第 29項 3

6

区 分

旧第36項

3
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都 道 府 県 名 長野県

市 町 村 名

(A) × (B)

(C)

1

長野市

第77表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（５）

(法附則第15条の2,法附則第15条の3,法附則第16条の2,旧法附則第16条の
2)

36

0

0

0

1

地方公共団体コード 表番号

1 102 7
 7       8

0 7
 1

2

第 １ 項

⑩(車庫構築物・立体交差化施設)

⑪(変・送電用資産)

Ｊ
Ｒ
北
海
道
・
四
国
に
係
る
特
例
と
法
第
三
百
四
十
九
条
の
三
各
項
と

の

連

乗

法

附

則

第

十

五

条

の

二

⑬(鉄道耐震補強設備)

第

二

項

①(旧交納付金法附則第17項・立体交差化施設)

②(新線構築物)

⑤(青函・本四　鉄道施設)

⑨(河川事業等に係る鉄軌道用資産)

0

3

1 6 0

1

1 3

5 12

1 5 0 1

1 7 0 1

2 0

12

0

0 4

5

1

1

0 8

0 6

0

1

1

1 12

(B) (C)

1

課 税 標 準 額

 29

(D)

 (千円)

6

6

1 18

1

1 6

1 3

区 分

⑫(新造改良車両(鉄道事業))

⑦(青函・本四　新線立体交差化) 2 0

1

09

36

 9

4

0

72

20

④(新幹線鉄軌道用資産)

③(新線立体交差化施設)

0 7 1

①(ＪＲ北海道・四国に係る特例)

⑧(青函・本四　変・送電用資産)

⑥(青函・本四　新線構築物)

0 2 1

0

1

0

0

0

0

0

0 3

行 番 号

課 税 標 準

（Ａ）  　(千円)

0

0 1

12

2

決 定 価 格

6

 12  25  27

の 特 例 率

0 1 1 30

(B)

(C)

1

3

2

2

10

1 9 0 1

3

3

2 1 0

12

6

3 0 1

8 0 1

2 0

(1) (2) (3) (4)

10

1

3
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法附則第16条の２
旧第11項（阪神・淡路大震災・立体交差

化施設）
2 9 0 1 3

法附則第16条の２
旧第11項（平成28年熊本地震　被災代替

償却資産）
2 8 0 1 2

7

02

 7       8

1 1 72 0 2 0

地方公共団体コード 表番号

 1

第77表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（５）

(法附則第15条の2,法附則第15条の3,法附則第16条の2,旧法附則第16条の2
つづき)

都 道 府 県 名

長野市

法附則第16条の３
第11項（平成30年７月豪雨　被災代替償

却資産）

課 税 標 準 額

の 特 例 率 (C)

 29

行 番 号

決 定 価 格 課 税 標 準 (B)

（Ａ）  　(千円) (B) (C)  (千円)

(D)

2 6

(C)
 27 25

③(ＪＲ北海道・四国に係る特例)

5

0

0 2

合 計 3 1 0

3

0

2

2 7

0

0

④(ＪＲ北海道・四国に係る特例・旧交納付
金法附則第17項・立体交差化施設)

0

0

法

附

則

第

十

五

条

の

三

 9

区 分

①(旅客会社等に係る承継特例)  12

承

継

特

例

と

Ｊ

Ｒ

北

海

道
・
四
国
に
係
る
特
例
、

旧
交
納
付
金
法
と
の
連
乗

4

②(旧交納付金法附則第17項・立体交差化施
設)

(1) (2) (3) (4)

(A) × (B)

長野県

市 町 村 名

5

-

-

3

-

3

-

-

1

-

10
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※地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)適用分の「課税標準の特例率(2)(3)」については、特例率を条例で制定している場合は特例率を入力し、制定していない場
合は「－」を入力すること。したがって、決定価格等が「0」の場合においても空欄にせず、必ず入力すること。

地方公共団体コード 表番号

1 1 72 8
 1  7       8

02 市 町 村 名 長野市

第78表　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例
規定の適用を受けるものに関する調（６）

(法附則第56条,法附則第56条の2等)

(C)

行 番 号

課 税 標 準

(A) ×

 (千円)

0

都 道 府 県 名 長野県

(D)の 特 例 率

(B) (C)

課 税 標 準 額(B)

(C)

(1) (2) (3) (4)

(B)

決 定 価 格

区 分

1

 25

2

4

5 0

0

 12

1

 29

2

1 2

1 2

 27

1

0 3 0

0

法

附

則

第

五

十

六

条

の

二

00

6

3

4

1

0

0

0 8 0

旧 第 ３ 項

旧 第 ４ 項

法 附 則 第 56 条

0

0

 9

合 計 1 1

（Ａ）  　(千円)

第15項

①(被災特定地方交通線)

第12項 (東日本大震災)

(東日本大震災・居住困難区域)

(被災代替鉄道施設等)

0 6 0

0

②(新線構築物)

③(新線立体交差化施設)

④(河川事業鉄軌道用資産) 7

令和３年地方税法等改正
法附則第12条第９項
（旧法附則第64条）

2,332,3420

1 12

12

- 0-

5 24

(新型コロナ先端設備等）
　～R3.3.31取得分（構築物のみ）

0 9 0 - -

令和３年地方税法等改正
法附則第13条第1項
（旧法附則第64条）

(新型コロナ先端設備等）
　R3.4.1～R5.3.31取得分

1 0 0 2,332,342 0 0
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法 第 743 条 関 係

計

計

の

内

訳

法 第 389
条 関 係

200 万 以 上 250 万 円 未 満 の も の

250 万 以 上 300 万 円 未 満 の も の

1 億 円 以 上 の も の

大 臣 配 分 分

知 事 配 分 分

300 万 以 上 1,000 万 円 未 満 の も の

1,000 万 以 上 2,000 万 円 未 満 の も の

2,000 万 以 上 3,000 万 円 未 満 の も の

3,000 万 以 上 1 億 円 未 満 の も の

3,467,916

299,720

234,235

228,595

280

12,538

459

143

131

481

254,754,105

313,562,883

264,174

255,644

1,080,227

1,084,433395

7,084

194

142

131

16

3

12,071,322

9,221,341

6,365,855

24,235,316

2,182

654

262

106,894,215

5,509,450

地方公共団体コード 表番号

2

150 万 円 未 満 の も の

150 万 以 上 160 万 円 未 満 の も の

160 万 以 上 170 万 円 未 満 の も の

170 万 以 上 180 万 円 未 満 の も の

180 万 以 上 190 万 円 未 満 の も の

190 万 以 上 200 万 円 未 満 の も の

課 税 標 準 額 （ 千 円 ）

市 町 村 名

都 道 府 県 名

区 分

9

納 税 義 務 者 数 （ 人 ）行 番 号

(1) (2)

0 2 0 1 1 7

0 3

0 5

0

0 4

0

0

0 2 0

0 1

1 1 0

2

0

0

9 0

0

0

0 8 0

0 7

6

0

0

0

長野県

長野市
第79表　償却資産の段階別納税義務者数に関する調（市町村計）

1 3 0

0

1 7

1 6

1 5

1 4

1 0 0

0

0

1

7 81

12 21 339

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

12

12

12

12

12

21 33

21 33

21 33

21 33

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33
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計

150 万 円 未 満 の も の

150 万 以 上 160 万 円 未 満 の も の

160 万 以 上 170 万 円 未 満 の も の

170 万 以 上 180 万 円 未 満 の も の

682,248

240,669

10,447,670

300 万 以 上 1,000 万 円 未 満 の も の

1,000 万 以 上 2,000 万 円 未 満 の も の

2,000 万 以 上 3,000 万 円 未 満 の も の

3,000 万 以 上 1 億 円 未 満 の も の

180 万 以 上 190 万 円 未 満 の も の

190 万 以 上 200 万 円 未 満 の も の

200 万 以 上 250 万 円 未 満 の も の

250 万 以 上 300 万 円 未 満 の も の

1 億 円 以 上 の も の

大 臣 配 分 分

知 事 配 分 分

法 第 743 条 関 係

計

の

内

訳

法 第 389
条 関 係

1 7 0

納 税 義 務 者 数 （ 人 ）

1 5 0

1

1 1 0

1 2 0

6 0

1 3 0

1 4 0

0

99,360

119,819

1,687,749

450,517

14

1

65

57

58

219

0 8 0

0 7

9 0

1 0 0

0

0 3 0

0 4 0

0

0 6 0

0 5

長野県

0

行 番 号

0 2 0

0 1

長野市

(1)

65

118

2,829 1,609,628

182,902

107,388

地方公共団体コード 表番号

2 0 2 0 1 1 8

課 税 標 準 額 （ 千 円 ）

市 町 村 名

都 道 府 県 名

区 分

0
第80表　償却資産の段階別納税義務者数に関する調（個人分）

(2)

113,181

492,478

412,499

4,249,232

151

810

123

19

4,529

7 8

12 21 339

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

12

12

12

12

21 33

21 33

21 33

21 33

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

21 33

1
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知 事 配 分 分

法 第 743 条 関 係

計

計

の

内

訳

法 第 389
条 関 係

2,000 万 以 上 3,000 万 円 未 満 の も の

3,000 万 以 上 1 億 円 未 満 の も の

1 億 円 以 上 の も の

大 臣 配 分 分

地方公共団体コード 表番号

2 0

23,553,068

254,513,436

303,115,213

106,894,215

587,749

671,934

7,822,090

5,509,450

5,915,338

200 万 以 上 250 万 円 未 満 の も の

250 万 以 上 300 万 円 未 満 の も の

300 万 以 上 1,000 万 円 未 満 の も の

1,000 万 以 上 2,000 万 円 未 満 の も の

160 万 以 上 170 万 円 未 満 の も の

170 万 以 上 180 万 円 未 満 の も の

180 万 以 上 190 万 円 未 満 の も の

190 万 以 上 200 万 円 未 満 の も の

8

150 万 円 未 満 の も の

150 万 以 上 160 万 円 未 満 の も の

都 道 府 県 名

区 分

1

行 番 号

第81表　償却資産の段階別納税義務者数に関する調（法人分）

(1) (2)

2 0 1 1

課 税 標 準 額 （ 千 円 ）

市 町 村 名

1 2 0

1 0 0

7

0 3

0 5

0 4

0

0 9 0

6 0

1 3

1 7

0

1 4 0

0

1 5 0

1

244

445

1,858,288

116,818

126,847

74 129,235

144,355

7,533,592

4,255

76

77

78

73

262

8,009

16

3

279

1,372

531

長野県

長野市

0

0 0 142,463

0

6

2431 1 0

0 8 0

納 税 義 務 者 数 （ 人 ）

0

0 1

0

0

0

0 2

7 8

12 21 339

1

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339

12 21 339
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